
令和４年 10 月の主な動き、取組 

 

１ 雇用失業情勢への対応（令和４年８月内容） 

（職業安定部職業安定課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 新型コロナウイルス感染症の雇用への影響について 

（職業安定部職業対策課） 

 

 

 

３ 鹿児島市電「就活のミカタ号」の運行について 

（職業安定部訓練室） 

 

 

                                   

 

 

４ 鹿児島県最低賃金の改正について 

（労働基準部賃金室） 

 

 

度全国労働衛生週間（第 73 回）の実施について 

 

 

５ 業務改善助成金の利用促進 

（雇用環境・均等室） 

 

 

 

 

 

 

雇用調整助成金の支給申請・決定状況      

 

有効求人数    44,949 人  対前月比  4.0％減（５か月ぶりの減少） 

 

 有効求職者数   33,633 人   対前月比  0.7％減（５か月ぶりの減少） 

 

 有効求人倍率    1.34 倍   前月比  0.04 ポイント減少 

 

※ 数値は季節調整値 
 

令和４年 10 月６日（木）から５か月間、鹿児島市電に労働局の重点施策を掲載

し、ハローワークの利用促進を図ります。 

就活もスキルアップも、ハローワークへおまかせください。 

10 月６日より、鹿児島県最低賃金が「時間額 853 円」に改正されます。 

鹿児島労働局では、改定後の鹿児島県最低賃金「時間額 853 円」を広く県民に知

っていただくため、10 月５日に鹿児島中央駅周辺で街頭キャンペーンを実施しま

す。 

原材料高騰により利益が減少した事業者や最低賃金が低い事業者への支援を拡充 

 



６ 長時間労働が疑われる事業場に対する令和３年度の立入調査結果 

（労働基準部監督課） 

 

 

 

 

７ 労働災害ピークアウト運動 

（労働基準部健康安全課） 

 

 

 

 

対象となった 172 事業場のうち 84 事業場（48.8％）で違法な時間外労働を確認し

たため、是正・改善に向けた指導を行いました。 

 

高年齢労働者対策、転倒災害防止対策、腰痛予防対策を最重点として、急増して

いる労働災害の発生に歯止めをかけ、減少に転じさせること（ピークアウト）を

目的として、「労働災害ピークアウト運動」を展開 
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〇有効求人倍率の状況

・有効求人倍率（季節調整値）   　１．３４倍　前月より0.04ポイント減少（25か月ぶりの減少）

・全国では、27番目の高さ。九州では、宮崎県、熊本県、大分県に次ぎ、４番目の高さ。
・〔全国〕　有効求人倍率（季節調整値） 　１．３２倍　　前月より０．０３ポイント上昇（８か月連続の上昇）

・有効求人数（季節調整値） ４４，９４９人　前月より4.0％減少（５か月ぶりの減少）

・有効求職者数（季節調整値） ３３，６３３人　前月より0.7％減少（５か月ぶりの減少）

・就業地別有効求人倍率（季節調整値）１．４２倍　 前月より0.05ポイント減少　（２か月ぶりの減少）

　※公表値としては、集計開始以降、継続的に「受理地別」（求人を受理したハローワークの所在地で求人数を集計）を使用。

　　「就業地別」は、求人票に記載された就業場所をもとに、実際に就業する就業地で求人数を集計し、算出したもの。

〇新規求人・求職の状況

・新規求人倍率（季節調整値） 　　２．１７倍　前月より0.29ポイント減少 （２か月ぶりの減少）

・新規求人数（原数値） １４，８０７人　前年同月より10.9％増加（19か月連続の増加）

主要産業の新規求人数（前年同月比）
　増加した業種・・・ 宿泊業・飲食サービス業（65.7％増）、 医療・福祉（15.0％増）、 建設業（11.3％増）、

　減少した業種・・・ 製造業（15.5％減）

・新規求職申込件数（原数値）　６，６８４人　前年同月より5.7％増加（２か月ぶりの増加）

 (P２参照)

 (P２参照)

 (P３参照)

 (P２参照)

　　　　　　　　　　　　 卸売業・小売業（4.5％増）

鹿 児 島 労 働 局 発 表

令和４年９月30日（金）

鹿児島の雇用失業情勢（令和４年８月分）について

                           サービス業（他に分類されないもの）（9.5％増）、 運輸・郵便業（7.0％増）、

～有効求人倍率は、１．３４倍と、前月を0.04P下回った。～

　 
求人に改善の動きが続いているものの、新型コロナウイルス 感染症が
雇用に与える影響について、引き続き注視が必要。
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１.　求人倍率の推移(一般・ パート、年度平均は原数値、各月は季節調整値)

２.　求人の動き(一般・パート、原数値)

新規求人数は、前年同月比10.9％増と、19か月連続で前年同月を上回った。
各月右欄は、前年同月比(％)
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※求人数の多い主な産業のみ内数として掲載しているため、合計とは一致しない。
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８月

９月 10月 11月 12月 ４年

１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

（ 倍 ）

本県 (  受理地別有効 ) 全国 (  受理地別有効 ) 本県 (  受理地別新規 ) 全国 （ 受理地新規 ）

全国 （新規）

本県（新規）

全国（有効)

本県（有効）

29
年度

30 元 2 3
３年
８月

９月 10月 11月 12月
４年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

本県 1.23 1.32 1.33 1.12 1.30 1.29 1.29 1.31 1.32 1.33 1.33 1.34 1.34 1.35 1.36 1.36 1.38 1.34

全国 1.54 1.62 1.55 1.10 1.16 1.15 1.15 1.16 1.17 1.17 1.20 1.21 1.22 1.23 1.24 1.27 1.29 1.32

就業
地別 本県 1.31 1.42 1.42 1.18 1.36 1.36 1.36 1.38 1.39 1.39 1.41 1.41 1.42 1.44 1.45 1.44 1.47 1.42

本県 1.78 1.92 1.95 1.88 2.13 2.06 2.10 2.15 2.10 2.17 2.20 2.27 2.23 2.24 2.28 2.16 2.46 2.17

全国 2.29 2.42 2.35 1.90 2.08 2.00 2.05 2.03 2.08 2.19 2.16 2.21 2.16 2.19 2.27 2.24 2.40 2.32

就業
地別 本県 1.91 2.05 2.08 1.97 2.24 2.24 2.23 2.47 2.56 2.83 2.27 2.45 2.22 2.40 2.42 2.26 2.65 2.33

*３年12月以前の各月の季節調整値（下線部分）は季節調整値替済み

有効求人倍率

受理
地別

新規求人倍率

受理
地別



３­１.　求職の動き(一般・パート、原数値）

新規求職申込件数及び有効求職者数は、全ての年齢層で対前年同月比で増加となった。

各月右欄は、前年同月比(％)

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち65歳以上

有効求職者数

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

３­２．　新規求職申込件数の態様別状況（一般・パートのうち常用、原数値 )

「在職求職者」を除き増加となった。

各月右欄は、前年同月比(％)

在職求職者

離職求職者

うち事業主都合

うち自己都合

無業求職者

４.　就職の動き(一般・パート）

就職件数は、55歳以上で３か月ぶりに前年同月を下回った。
各月右欄は、前年同月比(％)
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５.完全失業率(  全国  )

※完全失業率は季節調整値 資料出所：総務省統計局「労働力調査 」

６.正社員の求人・求職状況（原数値）

正社員有効求人倍率は、前年同月より0.04ポイントの上昇となった。

各月のうち右欄は、前年同月比(求人数、求職者数は％、その他はポイント)　

（※）正社員有効求職者数・・・・パートを除く常用の有効求職者数（派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれている。）

７.令和４年度　鹿児島労働局　安定所別　有効求人倍率の推移（一般・パート、原数値）

令和４年
８月

4.4

令和３年度
(  月平均  ) ５月 ６月 ７月

正社員新規求人数 7,001 13.4 7,050 12.2 9.77,657 12.4 7,1167,543

新規求人数に占める割合 47.3% 0.0 48.1%47.3% ▲ 1.2 ▲ 0.949.0%

正社員有効求人倍率 1.08 0.17 1.07 0.10 0.041.09 0.07 1.13 0.07

0.09

▲ 0.548.9% 0.4

1.12

正社員有効求人数 20,159 15.3 21,050 9.8

全　　国 0.90 0.70 0.91

8.7

0.10 0.98 0.10 1.00 0.120.95

48.6%

21,332 8.9 21,615 11.3 21,537

正社員有効求職者数（※） 18,734 ▲ 2.1 19,676 ▲ 0.3

有効求人数に占める割合 48.2% ▲ 0.1 48.1% ▲ 0.5

5.1

▲ 1.1 49.3% ▲ 0.6 49.5% ▲ 0.5

19,492 1.7 19,059 3.8 19,244

▲ 0.9 57.3% ▲ 0.4 57.8% ▲ 0.1有効求職者に占める割合 58.0% ▲ 1.1 56.6% ▲ 0.8 56.2%

元年平均 ２年平均 ３年平均 ４年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月
完全失業率        (  ％  ) 2.4 2.8 2.8 2.7 2.6 2.5 2.6 2.6 2.6 2.5
完全失業者数  (  万人  ) 162 191 193 180 180 188 191 186 176 177

令和３年８月 1.25 1.10 1.49 1.67 1.32 1.06 1.45 1.16 1.09 1.40 1.67 1.05 1.26 1.25
９月 1.22 1.28 1.35 1.59 1.34 1.14 1.47 1.17 1.19 1.52 1.64 1.07 1.24 1.26
１０月 1.26 1.27 1.49 1.69 1.41 1.21 1.56 1.24 1.21 1.60 1.71 1.14 1.34 1.31
１１月 1.31 1.41 1.43 1.70 1.47 1.28 1.61 1.35 1.23 1.78 1.80 1.21 1.41 1.37
１２月 1.38 1.47 1.46 1.87 1.52 1.37 1.70 1.35 1.18 1.52 1.96 1.31 1.53 1.43

令和４年１月 1.39 1.54 1.42 1.92 1.45 1.31 1.67 1.42 1.15 1.35 1.92 1.38 1.44 1.41
２月 1.45 1.56 1.45 1.91 1.50 1.30 1.58 1.40 1.17 1.20 1.96 1.39 1.43 1.43
３月 1.43 1.58 1.44 1.82 1.44 1.27 1.46 1.38 1.12 1.43 1.71 1.31 1.42 1.41
４月 1.34 1.49 1.44 1.51 1.29 1.19 1.32 1.16 0.96 1.32 1.55 1.20 1.42 1.30
５月 1.28 1.40 1.27 1.38 1.29 1.15 1.26 1.19 0.94 1.27 1.63 1.16 1.41 1.26
６月 1.28 1.23 1.25 1.36 1.33 1.19 1.27 1.14 0.96 1.32 1.62 1.17 1.51 1.27
７月 1.34 1.25 1.42 1.50 1.28 1.21 1.36 1.20 0.99 1.38 1.74 1.25 1.49 1.32
８月 1.34 1.28 1.26 1.55 1.26 1.22 1.38 1.22 0.98 1.36 1.53 1.24 1.61 1.31

安定所 鹿児島 熊毛 川内 宮之城 鹿屋 局計名瀬 指宿国分 大口 加世田 伊集院 大隅 出水



〇新規求人数・・・・・・ ハローワークにおいて当該期間中に受け付けた求人数。

「前月から繰越された有効求人数」と当月の「新規求人数」の合計。

ハローワークにおいて当該期間中に新たに受け付けた求職申込の件数と、新たにハローワーク
インターネットサービスからオンライン登録を行った件数（オンライン登録者）の合計。

「前月から繰越された有効求職者数及び有効オンライン登録者」と当月の「新規求職申込件数」
の合計。

求職者数に対する求人数の割合。
求人を受理したハローワークが所在する地域ごとに集計した数値である受理地別求人倍率と、
実際に就業する地域ごとに集計した数値である就業地別求人倍率がある。

「新規求人数」÷「新規求職申込件数」（新規オンライン登録者を含む）。

「月間有効求人数」÷「月間有効求職者数」（月間オンライン登録者を含む）。

「正社員の有効求人数」÷「パートを除く常用の有効求職者数」（月間オンライン登録者を含む）。
ただし、「パートを除く常用の有効求職者」には、派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、
厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

１年を周期として繰り返す季節的な要因による変動の影響を取り除いた値。
求人数や求職数は、経済状況だけでなく、社会習慣等の季節的な理由によっても変化する。
そのため、季節変動を有する系列の分析を行う際には、季節的な理由による変動を排除する必要が
あり、この季節変動の除去を「季節調整」という。

毎年１回（１月分公表時に）季節調整値替えが行われ、過去の季節調整値は改訂される。

実際の数値（季節調整前の数値）。

ハローワークの有効求職者が、ハローワークの紹介により就職したことを確認した件数と、
オンライン登録者がハローワークインターネットサービスから自主的に応募し就職が確認された
件数の合計。

〇一        般・・・・・ パートタイム以外のものをいう。

パートタイムの略。１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の
所定労働時間に比べて短いものをいう。

雇用契約において雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているもの
（季節労働を除く）。

パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。

労働力人口に占める完全失業者の割合。

         （注）　ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに
　            　 来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や求職者がハローワークインターネットサービスの求人に
　            　 直接応募した就職件数等が含まれている。

〇完全失業率・・・・・

〇パ 　ー　 ト・・・・・

〇原　数　値　・・・・・

〇就 職 件 数  ・・・・・

〇常        用・・・・・

〇正　社　員・・・・・

〇有効求人数・・・・・・

〇新規求職申込件数・・・・・・

〇有効求職者数・・・・・・

○求 人 倍 率 ・・・・・・

⇒正社員有効求人倍率・・・・・

〇季節調整値・・・・・

〈　用　語　の　解　説　〉

⇒新規求人倍率・・・・・

⇒有効求人倍率・・・・・



（構成比） （構成比） （構成比） （構成比）

農 業 ・ 漁 業 7件 (0.6%) 8件 (0.7%) 4件 (0.3%) 483件 (0.9%)

建 設 業 76件 (6.9%) 53件 (4.4%) 62件 (5.3%) 2,137件 (4.1%)

製 造 業 128件 (11.6%) 150件 (12.5%) 141件 (12.1%) 6,798件 (13.0%)

道路旅客運送業 42件 (3.8%) 79件 (6.6%) 48件 (4.1%) 2,416件 (4.6%)

卸 売 業 50件 (4.5%) 57件 (4.8%) 48件 (4.1%) 1,968件 (3.8%)

小 売 業 103件 (9.3%) 145件 (12.1%) 128件 (11.0%) 5,828件 (11.1%)

宿 泊 業 88件 (8.0%) 83件 (6.9%) 90件 (7.7%) 3,820件 (7.3%)

飲 食 業 302件 (27.3%) 292件 (24.4%) 329件 (28.3%) 14,282件 (27.3%)

サ ー ビ ス 業 71件 (6.4%) 79件 (6.6%) 80件 (6.9%) 3,704件 (7.1%)

娯 楽 業 24件 (2.2%) 16件 (1.3%) 22件 (1.9%) 1,391件 (2.7%)

そ の 他 214件 (19.4%) 236件 (19.7%) 210件 (18.1%) 9,486件 (18.1%)

計

※業種は日本標準産業分類による

52,313件

51,857件

直近３ヶ月間（令和４年６月２１日から９月２０日まで）の申請の動き

新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金の支給決定状況

鹿児島労働局

雇用調整助成金の支給申請件数・支給決定件数（令和４年９月２０日現在（速報値））

支給申請件数（①）

支給決定件数（②）

業 種

52,313件1,162件1,198件1,105件

6/21～7/20の申請件数 7/21～8/20の申請件数 8/21～9/20の申請件数 R4.9.20時点の累計
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鹿児島市電「鹿児島労働局 就活のミカタ号」運行開始します！！ 
～ 就活もスキルアップもハローワークへおまかせください！ ～ 

 

鹿児島労働局（鹿児島労働局長 中所 照仁）では、鹿児島市電を活用した施策周知を実施します。 

県内の各ハローワークでは、就活前・就活中の学生をはじめ、コロナ禍の影響を受け離職・転職を余儀

なくされている方、ブランクを抱え働くことに不安のある方、子育て中の方など、ご利用いただくすべての方

のニーズに応じて、ハロートレーニング（公的職業訓練）によるスキルアップをご提案するなど、きめ細かな

就職支援を行っています。 

このような支援サービスについて、鹿児島市電の車体活用によって広くＰＲし、ハローワークの利用促進

を図ります。 

つきましては、以下のとおり出発式を行いますので、報道機関の皆さまには、ぜひ取材いただきますよう

お願いします。 

 

≪鹿児島労働局 就活のミカタ号出発式≫ 

〇 日    時： 令和４年１０月６日（木）１０時４５分～ 

 〇 場    所： 鹿児島市交通局敷地内（鹿児島市上荒田町37-20） 

 〇 次  第： 局長あいさつ、テープカット、記念撮影、出発号令         

≪鹿児島労働局 就活のミカタ号 広告期間（広告電車運行期間）≫ 

○ 令和４年１０月６日 ～ ５ヶ月間（予定） 

 

〈添付資料〉                        

ハローワークかごしまご利用案内    

                                 

（２枚目につづく） 



 
 

 

～ 鹿児島労働局から、報道関係者の皆さまへお願い ～ 

 

○新型コロナウイルス感染防止の観点からマスク着用の上、お越しください。 

〇取材を希望される場合は、事前に訓練室（099-219-8711）までご連絡ください。 

 

 

 

【鹿児島労働局就活のミカタ号 イメージ】 
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１０月６日から鹿児島県最低賃金が「時間額８５３円」に改正されます 

～鹿児島県最低賃金街頭キャンペーンを実施～ 

 

鹿児島県最低賃金の改正については、本年７月４日、鹿児島労働局長（中所 照

仁）から鹿児島地方最低賃金審議会（会長 山本 晃正）に対し諮問を行い、同審

議会は、８月１０日、現行の時間額８２１円を３２円引き上げて（引上率 3.90％）、

８５３円に改正することが適当である旨の答申を行いました。 

 これを受けて鹿児島労働局長は、異議申出などの諸手続を経て、８月２６日に鹿

児島県最低賃金を時間額８５３円とする決定を行い、官報公示を経て、令和４年１

０月６日から発効されます。 

 鹿児島労働局では、引き続き、ポスター、リーフレット（別添１参照）を活用し、

改正された最低賃金額を始めとする最低賃金制度の周知を行うとともに、中小企

業・小規模事業者に対する支援施策を推進していきます。 

 また、発効前日（１０月５日）に、鹿児島中央駅周辺において「鹿児島県最低賃

金街頭キャンペーン」を別添２のとおり実施します。 

 

１ 最低賃金について 

（１） 適用される労働者の範囲 

鹿児島県最低賃金は、鹿児島県内の事業場で働くすべての労働者とその使用者に適

用されるもので、常用・臨時・パートタイマー・アルバイト等の属性、性、国籍及び

年齢の区別なく適用されます。 

また、１人の労働者について２以上の最低賃金が競合する場合（地域別最低賃金と

特定最低賃金〔産業別最低賃金〕が競合する場合）には、最低賃金額の高い方の最低

賃金が適用されます。 

なお、今回改正された鹿児島県最低賃金は、令和３年１２月１７日に発効された電
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子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金８４

２円を上回ったことから、令和４年１０月６日から同業種に従事する労働者に対して

も鹿児島県最低賃金が適用されます。 

 

（２） 最低賃金の対象となる賃金 

最低賃金の対象となる賃金は、毎月支払われる基本的な賃金に限られます。具体的

には、基本給と諸手当（ただし、精皆勤手当、通勤手当、家族手当は除きます。）が

対象となります。 

最低賃金の対象から除外する賃金は次のとおりです。 

① 臨時に支払われる賃金 

② 1 ヶ月を超える期間ごとに支払われる賃金 

③ 所定労働時間を超える期間の労働に対して支払われる賃金 

④ 所定労働日以外の労働に対して支払われる賃金 

⑤ 午後 10 時から午前 5 時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常

の労働時間の賃金の計算額を超える部分 

⑥ 精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

（３） 過去１０年間の改正状況 

年 度 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 

時 間 額 ６６５円 ６７８円 ６９４円 ７１５円 ７３７円 

引 上 額 １１円 １３円 １６円 ２１円 ２２円 

引 上 率 １．６８％ １．９５％ ２．３６％ ３．０３％ ３．０８％ 

 

年 度 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

時 間 額 ７６１円 ７９０円 ７９３円 ８２１円 ８５３円 

引 上 額 ２４円 ２９円 ３円 ２８円 ３２円 

引 上 率 ３．２６％ ３．８１％ ０．３８％ ３．５３％ ３．９０％ 

 

２ 最低賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援について 

   厚生労働省では、最低賃金及び賃金の引き上げに向けた環境整備を図るため、以下の

最低賃金及び賃金の引き上げに向けた生産性向上等のための支援を実施しています。 

 

（１） 業務改善助成金 

生産性向上のための設備投資などを行い、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低

賃金）を一定額以上引き上げた中小企業・小規模事業者に対して、その設備投資など

にかかった経費の一部を助成するものです。 

厚生労働省では、９月１日から原材料高騰等に対応するため「業務改善助成金」を

拡充するとともに、申請期限を令和４年７月 29 日までとしていた「特例コース」の

対象期間を延長し、対象となる事業者の拡大等を行いました。 

業務改善助成金に関するお問い合わせは、業務改善助成金コールセンター（℡



0120-366-440）または、鹿児島労働局雇用環境・均等室（℡099-223-8239）にお尋ね

ください。 

 

（２） 専門家派遣・相談等支援事業（鹿児島働き方改革推進支援センター）（別添３リーフ

レット参照） 

鹿児島働き方改革推進支援センターでは、働き方改革の実現に向けて、中小企業・

小規模事業者等を対象に、長時間労働の是正、非正規雇用労働者の待遇改善、生産性

向上による賃金引上げ、人手不足の緩和に向けた取組を支援するため、様々な関係機

関と連携し、労務管理・企業経営等の専門家による電話相談や企業訪問相談等を無料

で実施しています。 

また、前記（１）の助成金を含む各種助成金の相談にも応じています。 
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別添２ 

 

令和４年度最低賃金街頭キャンペーン実施要綱 

 

 

１ 趣旨 

最低賃金制度は、賃金の低廉な労働者に賃金の最低額を確保することにより、

労働条件の改善を図るセーフティネットとして重要な役割を果たしている。 

しかしながら、最低賃金額は賃金や物価等の動向に応じてほぼ毎年改定されて

おり、適用される最低賃金額を知らない事業主や労働者が少なからず存在してい

ることに加え、県内では最低賃金額近傍の労働者が少なくない状況にもある。 

また、今回の改定は、821 円から 853 円と過去最高の引上幅となり、中小企業・

小規模事業場への支援が強く求められている。 

このため、「知っていますか？自分の最低賃金」をキャッチフレーズに、改定後

の鹿児島県最低賃金額（853 円）を広く県民へ周知し、併せて業務改善助成金等

の支援策の周知を図ることで、最低賃金制度に対する関係者の理解を促し、業務

改善助成金等の支援策の利用促進を図る街頭キャンペーンを行うものとする。 

 

２ 実施日時・場所 

  令和４年 10 月５日（水）午前７時 30 分～午前８時 30 分 

鹿児島中央駅の東口及び西口広場 

 

３ 実施者 

   鹿児島労働局 

 

４ 実施内容 

   鹿児島中央駅東口のアミュプラザ前の広場において、開会挨拶で通行人に対し

街頭ＰＲを行った後、鹿児島中央駅の東口と西口に分かれて、最低賃金改正のリ

ーフレット入りポケットティッシュを配布する。 

 

５ 参加・協力機関 

   鹿児島労働局、鹿児島県、鹿児島県経営者協会、鹿児島県商工会連合会、鹿児

島県中小企業団体中央会、連合鹿児島 鹿児島働き方改革推進支援センター  
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原材料高騰等に対応するため「業務改善助成金」が拡充されました 
～原材料高騰により利益が減少した事業者や最低賃金が低い事業者への支援を拡充～ 

 

厚生労働省では、９月１日から、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引き

上げを図る中小企業・小規模事業者の生産性向上に向けた取組を支援するための「業務改

善助成金」制度※１の拡充を行いました。 

これにより、原材料費高騰等の要因で利益率※２が減少した中小企業・小規模事業者が特

例の対象となり、設備投資等に対する助成範囲が拡大されるとともに、事業場内最低賃金

が低い事業者については、助成率が引き上げられるなどの支援が拡充されています。 

鹿児島労働局（局長 中所 照仁）では、今回改正された地域別最低賃金の周知と併せ

て、別添リーフレットの配布等により、業務改善助成金の活用促進に向けた周知に積極的

に取り組みます。 

 

※１ この制度では、事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ、生産性を向上するための設備投資な

どを行う中小企業・小規模事業者の皆さまにその設備投資などに要した費用の一部を助成しま

す。 

※２ 売上高総利益率または売上高営業利益率（申請前３か月のうちの任意の１月における総利益

または営業利益の金額を売上高で除した率） 

 

主な拡充内容は以下のとおりです。 

 

＜通常コース＞ 

１ 特例の対象事業者に、原材料高騰等の外的要因により利益率が前年同月に比べ３％

ポイント以上低下した事業者を追加 

２ 特例の対象となる「新型コロナウイルス感染症の影響により売上高等が減少してい

る事業者」の売上減少幅を、30％から 15％に緩和するとともに、売上高の比較対象期

間を３年前までに変更 

３ １または２のいずれかを満たす事業者は、賃金引上げ労働者数 10 人以上の助成上

限額区分を利用可 

４ 事業場内最低賃金が 870 円未満の事業場の助成率を９/10、870 円以上 920 円未満の

事業場の助成率を４/５（生産性要件を満たした場合は９/10）に引き上げ 

５ 特例で助成対象経費となる自動車の要件を「定員７人以上又は車両本体価格 200 万

円以下」に緩和 
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＜特例コース＞（新型コロナウイルス感染症の影響により売上高等が 30％以上減少した

中小企業事業者等を支援する） 

１ 特例コースの申請期限を令和５年１月 31 日まで延長するとともに、賃金引上げ対

象期間を令和４年 12 月 31 日までに延長 

２ 助成対象事業者に、原材料高騰等の外的要因により利益率が前年同月に比べ５％ポ

イント以上低下した事業者を追加 

３ 売上高等が 30％以上減少した事業者の売上高等の比較対象期間を、令和３年４月か

ら令和４年 12 月までの間に見直すとともに、売上高の比較対象期間を３年前までに

変更 

４ 事業場内最低賃金額が 920 円未満の事業者は、助成率を４/５に引き上げ 

５ 助成対象経費となる自動車の要件を「定員７人以上又は車両本体価格 200 万円以下」

に緩和 

 

 

＜助成金制度の詳細はこちら＞ 

〇〔２〕業務改善助成金：中小企業・小規模事業者の生産性向上のための取組を支援 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/z

igyonushi/shienjigyou/03.html 

 

 

〇業務改善助成金（特例コース） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/z

igyonushi/shienjigyou/03_00026.html 

 

 

＜添付資料＞ 

 １ リーフレット「業務改善助成金（通常コース）のご案内」 

 ２ リーフレット「業務改善助成金（特例コース）のご案内」 

 ３ 令和４年度業務改善助成金のご案内（拡充内容を反映した全体版） 

 

 



※「生産性」とは、企業の決算書類から算出した労働者１人当たりの付加
価値を指します。助成金の支給申請時の直近の決算書類に基づく生産性
と、その３年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び率が一定水
準を超えている場合等に、加算して支給されます。

事業場内最低賃金920円未満の事業場も賃
金引き上げ労働者数10人以上の助成上限
額区分を利用できます。

(a) 特例対象事業者の追加

「原材料費の高騰など社会的・経済的環境の変化等外的要因に
より利益率※が前年同月に比べ３%ポイント以上低下した事業
者」を特例の対象事業者に追加します。
※売上高総利益率または売上高営業利益率（申請前３か月のうちの任意の1か月の
総利益または営業利益の金額を売上高で除した率）

(b) 売上高等が減少している

事業者の要件緩和

「新型コロナウイルス感染症の影響により売上高等が減少して
いる事業者」の要件を緩和します。

・売り上げ減少幅 ：「30％」→「15％」
・売上高の比較対象期間：「2年前まで」→「3年前まで」

(c) 助成上限区分の緩和
(a)(b)いずれかの要件を満たす事業者は賃金引き上げ労働者数
10人以上の助成上限額区分を利用できます。

(d) 助成対象経費の要件緩和

特例で助成対象経費となる自動車の要件を緩和します。

「定員11人以上」→「定員7人以上又は車両本体価格200万

円以下」

事業場内最低
賃金

助 成 率
生産性※要件を
満たした事業者
の助成率

9 2 0 円以上 3/4 4/5

8 7 0 円以上
9 2 0 円未満

4/5 9/10

8 7 0 円未満 9/10

交付申請書・事業実施計画
などを事業場所在地を管轄
する都道府県労働局に提出

交付決定後、提出
した計画に沿って
事業実施

労働局に事業実施

結果を報告

助成金支給までの流れ

審査・
交付決定

支
給

業務改善助成金（通常コース）のご案内
「原材料高騰により利益が減少した事業者」への特例拡大など制度が充実します
業務改善助成金（通常コース）は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引き上げ、設備投
資等を行った中小企業・小規模事業者等に、その費用の一部を助成する制度です。新型コロナウイルス
感染症の影響により売上高が減少している事業者に対しては、助成対象経費が拡大される特例が設けら
れています。

審査

２．最低賃金が低い事業者への助成率が引き上げられます

１．原材料高騰等の要因により利益が減少した事業者に特例が適用されます
新型コロナの影響で売上高等が減少した事業者が特例を受けやすくなります

拡充のポイント

事 業 内 最 低 賃 金
引 き 上 げ

原材料費の高騰などで利益が減少した事業者に、特例を適用するなど、拡充を行いましたので、ぜひご
活用ください。

設 備 投 資 等
機械設備、コンサルティング
導入、人材育成・教育訓練

費 用 の 一 部
を 助 成

事業場内最低
賃金

助 成 率
生産性※要件を
満たした事業者
の助成率

９００円以上 3/4 4/5

９００円未満 4/5 9/10

資料１



※申請期限：令和５年１月31日

コース区分 引き上げ額 引き上げる労働者数 助成上限額 助成対象事業場

3 0 円コース 30円以上

１人 ３０万円

以下の要件を両方満
たす事業場

•事業場内最低賃金
と地域別最低賃金
の差額が30円以内

•事業場規模100人
以下

２～３人 ５０万円

４～６人 ７０万円

７人以上 １００万円

10人以上※ １２０万円

4 5 円コース 45円以上

１人 45万円

２～３人 70万円

４～６人 100万円

７人以上 150万円

10人以上※ 1 8 0万円

6 0 円コース 60円以上

１人 60万円

２～３人 90万円

４～６人 150万円

７人以上 230万円

10人以上※ 3 0 0万円

9 0 円コース 90円以上

１人 90万円

２～３人 150万円

４～６人 270万円

７人以上 450万円

10人以上※ 6 0 0万円

働き方改革推進支援資金

日本政策金融公庫では、事業場内最低賃金の引き上げに取り組む方に、設備資金や
運転資金の融資を行っています。
詳しくは、事業場がある都道府県の日本政策金融公庫の窓口にお問い合わせください。

• 過去に業務改善助成金を活用した事業者も助成対象となります。

• 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。

• 事業完了の期限は、令和５（2023）年３月31日です。

日本政策金融公庫
店舗検索ページ

（R4.９.１）

※ 10人以上の上限額区分は、以下の①、②または③のいずれかに該当する事業場が対象となります。

①賃金要件：事業場内最低賃金920円未満の事業場
②生産量要件：

売上高や生産量などの事業活動を示す指標の直近３か月間の月平均値が前年、前々年または３年前の同じ月に比べて、
15％以上減少している事業者

③物価高騰等要件：
原材料費の高騰など社会的・経済的環境の変化等の外的要因により、申請前３か月間のうち任意の１月の利益率が
３％ポイント以上低下している事業者

各コースの概要

注意事項

交付申請書等の提出先は管轄の都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）です

業務改善助成金についてご不明な点は、下記のコールセンターまでお問い合わせください。

業務改善助成金コールセンター
電話番号：0 1 2 0 - 3 66 - 4 40（受付時間 平日 8:30～17:15）

その他詳細は厚生労働省ウェブサイトをご覧ください 業務改善助成金 検 索

お問い合わせ



業務改善助成金（特例コース）のご案内
対象期間延長とともに

「原材料高騰により利益が減少した事業者」も助成対象になりました

• 申請日までに賃金の引き上げを完了している必要があります。
• 賃金引き上げ額が30円に満たない場合でも、申請時までに遡って追加の引き上げを行い、その差額が支払われた
場合は30円以上の引き上げがされたものとして取り扱います。

就業規則等で、引き上げ後の賃金額を事業場の労働者の下限の賃金額とすることを定め、引き上げ後
の賃金額を支払っていること
就業規則等がない場合は､「労働者の下限の賃金額についての申出書」の提出でも認められます。

生産性向上等に役立つ設備投資等を行い、その費用を支払うこと
生産性向上に役立つ設備投資等を行う取り組みに関連する費用として、業務改善計画に計上された経費（関
連する経費）がある場合は、その費用も支払う必要があります。

以下の要件をいずれも満たす必要があります。

１．申請期限と賃上げ対象期間を延長します

２．対象となる事業者を拡大し、助成率も引き上げます

『業務改善助成金特例コース』は、新型コロナウイルス感染症の影響により売上高等が30%以上減少し
た中小企業事業者等を支援する助成金です。

対象期間と申請期限を延長し、原材料費の高騰などで利益率が５％ポイント以上低下した事業者を対象
に追加するなどの拡充を行いましたので、ぜひご活用ください。

変 更 前 変 更 後

申請期限 令和４年７月29日まで 令和５年１月31日まで

賃 上 げ
対象期間

令和３年7月16日から

令和３年12月31日まで

令和３年７月16日から

令和４年12月31日まで

支給要件

以下の①または②のいずれかを満たす事業者であること

① 新型コロナウイルス感染症の影響で、売上高または生産量等を示す指標が、比較対象期間より30％以上
減少している事業者

・比較する売上高等の生産指標：令和３年４月～令和４年12月の間の連続した任意の3か月間の平均値
・比較対象期間：前年、前々年または３年前の同期

② 原材料費の高騰など社会的・経済的環境変化等外的要因により令和３年４月から令和４年12月のうち
任意の１月における利益率が５％ポイント以上低下した事業者

令和３年７月16日から令和４年12月31日までの間に、事業場内最低賃金を30円以上引き上げること
引き上げ前の事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が30円以内の事業者に限ります。

以下の要件をいずれも満たす必要があります。対象となる事業者（事業場）

助成対象事業者
の追加

「原材料費の高騰など社会的・経済的環境変化等外的要因により利益率※が前
年同月に比べ５％ポイント以上低下した事業者」を追加します。
※売上高総利益率または売上高営業利益率（令和３年４月から令和４年12月のうち、任意
の１か月の総利益または営業利益の金額を売上高で除した率）

売上高等の
比較対象期間
見直し

売上高等が30%以上減少した事業者の売上高等の比較対象期間を見直します。
見直し前：令和３年４月から［令和３年12月まで］
見直し後：令和３年４月から［令和４年12月まで］

※比較対象期間を２年前まで→３年前までに変更

助成率の
引き上げ

【一律3/4】を､事業場内最低賃金額が920円未満の事業者は【4/5】に
引き上げます。

拡充のポイント

資料２



（R4.９.１）

引き上げる
労働者数

上 限 額

1人 3 0 万円

2人～3人 5 0 万円

4人～6人 7 0 万円

7人以上 1 0 0 万円

助成金の要綱・要領や、申請書の様式、記載例等はウェブサイトからダウンロードできます。

特例コースの概要

[参考]

日本政策金融公庫では､事業場内最低賃金の引
き上げに取り組む方に対して、設備資金や運転
資金の融資を行っています。
詳しくは、事業場がある都道府県の日本政策金
融公庫の窓口にお問い合わせください。

担当部署：
各都道府県日本政策金融公庫

交付申請書等の提出先は管轄の都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）です

助成額・助成率

助成額 最大100万円 ※ 対象経費の合計額×助成率

助成率

事業場内最低賃金により異なります。

920円未満：４／５
920円以上：３／４

A 生産向上等に資する

設備投資等

機械設備※１、コンサルティング導入、人材育成・教育訓練など

※１：PC、スマホ、タブレットの新規購入、乗車定員７人以上又は車両

本体価格200万円以下の自動車なども対象（自動車は乗車定員

11人以上から拡充）

B 業務改善計画に計上された

関連する経費※２
広告宣伝費、汎用事務機器、事務室の拡大、机・椅子の増設
など

※２：「関連する経費」への助成は生産性向上等に資する設備投資等の額を上回らない範囲に限られます

助成対象

助成金支給までの流れ

交付申請書・事業実施計画などを提出する

・提出先：事業場所在地を管轄する都道府県
労働局 雇用環境・均等部(室)

・締め切り：令和５(2023)年１月31日(火)

申請期限を延長する場合は、別途お知らせします。
予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を
終了する場合があります。

交付決定後、提出した計画に沿って取り組み
を実施

交付決定前に行った設備投資等は助成対象外です。

支給

審査

労働局に事業実施結果を報告

交付額確定後、労働局に支払い請求を提出

審査

助成額の上限

業務改善助成金についてご不明な点は、下記のコールセンターまでお問い合わせください。

業務改善助成金コールセンター
電話番号：0120- 366 - 440（受付時間 平日 8:30～17:15）

その他詳細は厚生労働省ウェブサイトをご覧ください 業務改善助成金 検 索

お問い合わせ



通常コース 特例コース

〔特例〕

対象となる事
業者

①②いずれも満たす事業者

①事業場内最低賃金と地域別最低賃
金の差額が30円以内
※鹿児島県内事業者の場合、
〇令和４年10月５日まで

821円～851円の事業者
〇令和４年10月６日以降

853円～883円の事業者

②事業場規模100人以下

①②いずれも満たし、かつ③④いずれかを
満たす事業者
①事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差
額が30円以内
※鹿児島県内事業者の場合、
〇令和４年10月５日まで

821円～851円の事業者
〇令和４年10月６日以降

853円～883円の事業者

②事業場規模100人以下
③原材料費の高騰など社会的・経済的環鏡
の変化等外的要因により利益率※が前年
同月に比べ３％ポイント以上低下した事
業者
※ 売上高総利益率または売上高営業利
益率（申請前３か月のうちの任意の１
か月の総利益または営業利益の金額を
売上高で除した率）

④新型コロナウイルス感染症の影響により
売上高等が３年前までと比較して15％減
少している事業者

①②⑤いずれも満たし、かつ③④いずれかを
満たす事業者
①事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額
が30円以内
※鹿児島県内事業者の場合、
〇令和３年10月１日まで

793円～823円の事業者
〇令和４年10月５日まで

821円～851円の事業者
〇令和４年10月６日以降

853円～883円の事業者
②中小企業基本法に基づく中小事業者
③原材料費の高騰など社会的・経済的環鏡の
変化等外的要因により利益率※２が前年同月
に比べ５％ポイント以上低下した事業者
※ 売上高総利益率または売上高営業利益
率（令和３年４月から令和４年12月のう
ち、任意の１か月の総利益または営業利
益の金額を売上高で除した率）

④新型コロナウイルス感染症の影響により令
和３年４月から令和４年12月までの期間の
売上高等が３年前までと比較して30％以上
減少した事業者

⑤令和３年７月16日から令和４年12月31日
までの間に、事業場内最低賃金を30円以上
引き上げる事業者

助成上限区分 下表の各コース賃金引上げ労働者数
７人以上まで利用可

下表の各コース賃金引上げ労働者数10人以
上の助成上限額区分を利用可

下表のうち、30円コースを利用可
ただし、賃金引上げ労働者数７人以上まで

助成率 事業場内最低賃金が
〇900円未満…４/５
※生産性要件を満たした事業者の
助成率は、９/10

事業場内最低賃金が
〇870円未満…９/10
〇870円以上920円未満…４/５
※生産性要件を満たした事業者の助成率
は、９/10

事業場内最低賃金が
〇920円未満…４/５

助成対象経費 交付要領別紙４に定める経費 交付要領別紙4に定める経費
ただし、機械装置等購入費の内容は注８の
とおり

交付要領別紙２に定める経費

申請期限 令和５年１月31日

賃金引上げ期
限

交付申請後から事業完了期日までの間
（原則事業実績報告書の提出日までに１月分以上の賃金支払い実績が必要）

令和３年７月16日から令和４年12月31日
まで（交付申請までに賃金引上げを完了
する必要）

事業完了期限 令和５年３月31日

コース区分
（引上げ額）

３０円コース
（30円以上）

４５円コース
（45円以上）

６０円コース
（60円以上）

９０円コース
（90円以上）

引
き
上
げ
る
労
働
者
数

別
の
助
成
上
限
額

１人 30万円 45万円 60万円 90万円

２～３人 50万円 70万円 90万円 150万円

４～６人 70万円 100万円 150万円 270万円

７人以上 100万円 150万円 230万円 450万円

１０人以上 120万円 180万円 300万円 600万円

お問い合わせ先：業務改善助成金コールセンター 又は 鹿児島労働局雇用環境・均等室
電話：０１２０－３６６－４４０ 電話：０９９－２２３－８２３９

業務改善助成金は、生産性を向上させ、「事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）」の引上げを図る中小企業・小規模事業
者を支援する助成金です。

助成金の
概要

事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ、設備投資（機械設備、コンサルティング導入や人材育成・教育訓練）などを行った
場合に、その費用の一部を助成します。

詳しくは、厚生労働省HPをご覧ください！

業務改善助成金 検索

令和４年度 業務改善助成金のご案内

賃金引上げ
設備投資等に要した
費用の一部を助成設備投資等

資料３
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長時間労働が疑われる事業場に対する 
令和３年度の監督指導結果を公表します 

 

鹿児島労働局では、このたび、令和３年度に、長時間労働が疑われる事業場に対して労

働基準監督署が実施した、監督指導の結果を取りまとめましたので、監督指導事例と共に

公表します。 

 この監督指導は、各種情報から時間外・休日労働時間数が１か月当たり 80 時間を超えて

いると考えられる事業場や、長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が

行われた事業場を対象としています。 

 対象となった 172 事業場のうち、84 事業場（48.8％）で違法な時間外労働を確認したた

め、是正・改善に向けた指導を行いました。なお、このうち実際に１か月当たり 80 時間を

超える時間外・休日労働が認められた事業場は、33 事業場（違法な時間外労働があったも

ののうち 39.3％）でした。 

また、今年度より、11 月の「過重労働解消キャンペーン」期間中に重点的に実施した監

督指導結果も本公表で集計を行い、より分かりやすく公表することとしました。 

厚生労働省では、今後も長時間労働の是正に向けた取組を積極的に行うとともに、11 月

の「過重労働解消キャンペーン」期間中に重点的な監督指導を行います。 

【令和３年４月から令和４年３月までの監督指導結果のポイント】 

⑴ 監督指導の実施事業場： 172 事業場 

⑵ 主な違反内容 ［(1)のうち、法令違反があり、是正勧告書を交付した事業場］ 

① 違法な時間外労働があったもの： 84 事業場 （48.8％） 
   うち、時間外・休日労働の実績が最も長い労働者の時間数が 

月 80 時間を超えるもの： 33 事業場 （39.3％） 

うち、月 100 時間を超えるもの： 26 事業場 （31.0％） 

うち、月 150 時間を超えるもの： 6 事業場 （ 7.1％） 

うち、月 200 時間を超えるもの： 1 事業場 （ 1.2％） 

② 賃金不払残業があったもの： 25 事業場 （14.5％） 

③ 過重労働による健康障害防止措置が未実施のもの： 69 事業場 （40.1％） 

⑶ 主な健康障害防止に関する指導の状況 ［(1)のうち、健康障害防止のため指導票を交付した事業場］ 

① 過重労働による健康障害防止措置が 

不十分なため改善を指導したもの： 94 事業場 （54.7％） 

② 労働時間の把握が不適正なため指導したもの： 55 事業場 （32.0％） 

  

Press Release 

令和４年９月 30 日（金） 

【照会先】 

鹿児島労働局労働基準部監督課 

監  督  課  長   篠田 雅史 

主任監察監督官  二石 和伸 



１　法違反の状況（是正勧告書を交付したもの）

表１　監督指導実施事業場数

（注１） 主な業種を計上しているため、合計数とは一致しない。

（注２） かっこ内は、監督指導実施事業場数に対する割合である。

（注３）

（注４） 労働基準法第37条違反〔割増賃金〕のうち、賃金不払残業の件数を計上している〔計算誤り等は含まない。〕。

（注５）

（注６） 「その他の事業」とは、派遣業、警備業、情報処理サービス業等をいう。

表３　企業規模別の監督指導実施事業場数

（11.6％） （10.5％） （16.3％）

30～49人 50～99人 100～299人

表２　事業場規模別の監督指導実施事業場数

12

（19.8％）

300人以上

172
26 46 20 18 28 34

（15.1％） （26.7％）

合計 １～９人 10～29人 30～49人 50～99人 100～299人

172
50 62 32 15 7 6

（29.1％） （36.0％） （18.6％） （8.7％） （4.1％） （3.5％）

建設業 6 1221

主
な
業
種

4

（9.9％）

34

15

運輸交通業

保健衛生業 1241119
（11.6％）

20

12 2 4

接客娯楽業 10
13

25

172 142 84 25 69

製造業 9 4 5

（40.1％）

商業 20
44

21

合計
（注１，２）

17

（25.6％）

（12.2％）

（7.6％）
13

17

（48.8％） （14.5％）（100％） （82.6％）

（14.5％）

1 8

1 5

8

15

8

労働基準法第32条違反〔36協定なく時間外労働を行わせていること、36協定が無効なこと又は36協定で定める限度時間を超えて
時間外労働を行わせていることにより違法な時間外労働があったもの。〕、労働基準法第36条第６項違反（時間外労働の上限規
制）等の件数を計上している。

（7.0％）

労働安全衛生法第18条違反〔衛生委員会を設置していないもの等。〕、労働安全衛生法第66条違反〔健康診断を行っていないも
の。〕、労働安全衛生法第66条の８違反〔１月当たり80時間を超える時間外・休日労働を行った労働者から、医師による面接指
導の申出があったにもかかわらず、面接指導を実施していないもの。〕、労働安全衛生法第66条の８の３違反〔客観的な方法そ
の他の適切な方法により労働時間の状況を把握していないもの。〕等の件数を計上している。

その他の事業
（注６） 3

300人以上合計 １～９人 10～29人

別添１

　監督指導実施状況
　令和３年４月から令和４年３月までに、 172   事業場に対し監督指導を実施し、 142    事業場
（  82.6％）で労働基準関係法令違反が認められた。主な法違反は、違法な時間外労働があった
ものが  84   事業場、賃金不払残業があったものが  25  事業場、過重労働による健康障害防
止措置が未実施のものが       69　事業場であった。

監督指導実施
事業場数

労働基準関係法令違
反があった事業場数

主な違反事項別事業場数

労働時間 賃金不払残業 健康障害防止措置

（注３） （注４） （注５）

長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導結果
(令和３年４月から令和４年３月までに実施)



２　主な健康障害防止に関する指導状況（指導票を交付したもの）

(1)

表４　過重労働による健康障害防止のための指導状況

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

(2) 　労働時間の適正な把握に関する指導状況

表５　労働時間の適正な把握に関する指導状況

（注１）

（注２）

2 1

指導事項は、複数の場合、それぞれに計上している。

各項目のかっこ内は、それぞれの指導項目が、労働時間適正把握ガイドラインのどの項目に基づくものであるかを示している。

適正な申告の阻
害要因の排除

（ガイドライン４(3)
ｵ）

55 39 2 18 3

指導事業場数

指導事項（注１）

始業・終業時刻の
確認・記録

（ガイドライン４
(1)）

自己申告制による場合

管理者の職務
（ガイドライン４

(6)）

労使協議組織の
活用（ガイドライン

４(7)）
自己申告制の説
明（ガイドライン４

(3)ｱ・ｲ）

実態調査の実施
（ガイドライン４(3)

ｳ・ｴ）

指導事項は、複数の場合、それぞれに計上している。なお、「月45時間以内への削減」と「月80時間以内への削減」は重複して
いない。

１か月80時間を超える時間外・休日労働を行っている労働者について、面接指導等の必要な措置を実施するよう努めることなど
を指導した事業場数を計上している。

「長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関すること」について、①常時50人以上の労働
者を使用する事業場の場合には衛生委員会で調査審議を行うこと、②常時50人未満の労働者を使用する事業場の場合には、労働
安全衛生規則第23条の２に基づく関係労働者の意見を聴くための機会等を利用して、関係労働者の意見を聴取することを指導し
た事業場数を計上している。

時間外・休日労働時間を１か月当たり45時間以内とするよう削減に努め、そのための具体的方策を検討し、その結果、講ずるこ
ととした方策の着実な実施に努めることを指導した事業場数を計上している。

医師による面接指導等を実施するに当たり、労働者による申出が適切になされるようにするための仕組み等を予め定めることな
どを指導した事業場数を計上している。

　監督指導を実施した事業場のうち、 55   事業場に対して、労働時間の把握が不適正であるた
め、厚生労働省で定める「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガ
イドライン」（労働時間適正把握ガイドライン（参考資料２参照））に適合するよう指導した。

94 946461927 6

指導事業場数

指導事項（注１）

面接指導等の
実施（注２）

長時間労働によ
る健康障害防止
対策に関する調
査審議の実施

（注３）

月45時間以内
への削減

（注４）

月80時間以内
への削減

面接指導等が実施
出来る仕組みの整

備等（注５）

ストレスチェック制
度を含むメンタル
ヘルス対策に関
する調査審議の

実施

　過重労働による健康障害防止のための指導状況
　監督指導を実施した事業場のうち、  94   事業場に対して、長時間労働を行った労働者に対す
る医師による面接指導等の過重労働による健康障害防止措置を講じるよう指導した。



３　監督指導により把握した実態

(1)

表６　時間外・休日労働時間が最長の者の実績（労働時間違反事業場に限る）

(2)

表７　監督指導実施事業場における労働時間の管理方法

（注１） 労働時間適正把握ガイドラインに定める始業・終業時刻の確認及び記録の原則的な方法を指す。

（注２） 監督対象事業場において、部署等によって異なる労働時間の管理方法を採用している場合、複数に計上している。

（注３）

監督指導実
施事業場数

172 84

　時間外・休日労働時間が最長の者の実績
　監督指導を実施した結果、違法な時間外労働があった  84    事業場において、時間外・休日
労働が最長の者を確認したところ、  33   事業場で１か月80時間を、うち  26   事業場で１か月
100時間を、うち  6  事業場で１か月150時間を、うち  1　事業場で１か月200時間を超えていた。

80時間超80時間以下
労働時間違
反事業場数

使用者が自ら現認
（注２）

64 20 17

労働時間適正把握ガイドラインに基づき、自己申告制が導入されている事業場を含む。

1

150時間超100時間超

　労働時間の管理方法
　監督指導を実施した事業場において、労働時間の管理方法を確認したところ、 13   事業場で
使用者が自ら現認することにより確認し、 64   事業場でタイムカードを基礎に確認し、  20   事
業場でICカード、IDカードを基礎に確認し、  54    事業場で自己申告制により確認し、始業・終
業時刻等を記録していた。

200時間超

タイムカードを基礎
（注２）

自己申告制
（注２,３）

54

原則的な方法（注１）

13

ICカード、IDカードを基礎
（注２）

PCの使用時間の記録を
基礎（注２）

51 33 26 6
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監督事例

１時間外労働について
事例① １か月の時間外労働の時間数が３６協定の限度時間を超えていた。
事例② ３６協定の届出なく、時間外労働を行わせていた。

監督署の対応
是正勧告書の交付による指導（違反条文：労基法第３２条）。
ポイント
・中小企業においても、令和２年４月以降が始期となっている３６協定届は、改正様式による届出が必要です。

２長時間労働の削減について
事例① 時間外・休日労働が月間８０時間を超える労働者がいた。
事例② 繁忙期に、時間外・休日労働が月間１００時間を超える労働者がいた。

監督署の対応
指導文書の交付による指導（時間外・休日労働を月間８０時間以内とする具体的方策の検討と
実施、４５時間以内とする方策の検討と実施に努めること）。

ポイント
・令和２年４月１日から中小企業主にも時間外労働の上限規制が適用されています（建設事業、自動車運転の業務、医師、鹿児
島・沖縄県内の砂糖製造業は、令和６年３月３１日まで猶予）。

３長時間労働による健康障害防止について
事例 常時５０人未満の規模の事業場において、長時間労働の労働者から健康障害防止等を図

るため対策等についての意見聴取を行っていない。
監督署の対応

指導文書交付（当該対策について、速やかに関係労働者からの意見を聴取すること）。
ポイント
・無料でご利用できる機関があります。
①鹿児島産業保健総合支援センター（０９９－２５２－８００２）
衛生管理者、事業者、人事労務担当者などの方々の専門的な相談への対応など各種支援を行っています。
②地域産業保健センター（県内に５か所あり、連絡先等は①へ照会ください。）
規模５０人未満の事業場が利用でき、長時間労働者に対する医師による面接指導など産業保健サービスを行っています。
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４休日労働について
事例① ３６協定の休日労働についての月間の上限を超えており、１日も法定休日がなかった労

働者がいる。
事例② ３６協定の届出なく、時間外労働を行わせている。

監督署の対応
是正勧告書の交付による指導（違反条文：労基法第３５条）。
ポイント
・上記１のポイントの様式改正の事項は、休日労働にも関連しますので、ご留意ください。

５時間外労働に対する賃金について
事例① 時間外労働のうち、割増賃金が支払われていない部分があった。
事例② 時間外労働に対しても、通常の時給額で支払われ、法定の割増しが行われていなかった。
事例③ 時間外労働について、割増賃金を支給せず、時間数を積算しておき、翌月以降の代休や振

替休日と相殺するという違法な方法により、400時間分を超える割増賃金が不払いとなって
いた。

監督署の対応
是正勧告書の交付により、遡及して是正するよう指導（違反条文：労基法第３７条）。
ポイント
・１か月単位など変形労働時間制などを採用している場合、1日８時間以内の労働時間についても、週の法定労働時間を超えていな
いかチェックする必要があります。

・割増賃金を含む賃金は、全額を、毎月１回以上、一定期日に支払う義務があります（労基法第２４条）。この規定に反して、働い
た時間数と働かなかった時間数を相殺したり、調整することは違反となります。

監督事例
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６就業規則の届出について
事例 就業規則は作成されていたが、管轄する労働基準監督署への届出がなかった。

監督署の対応
是正勧告書の交付による指導（違反条文：労基法第８９条）。
ポイント
・常時１０人以上の労働者を使用する事業場には、就業規則を作成し、法定の要件を備えた意見書を添えて、届け出る義務があ
ります。変更した場合も同様です。

８賃金台帳について
事例 月給制であることを理由に、賃金台帳に労働時間数を記載していなかった。

監督署の対応
是正勧告書の交付による指導（違反条文：労基法第１０８条）
ポイント
・賃金台帳には、労働時間数、早出残業時間数、深夜労働時間数など法定の記載事項があります。
・事業主は安衛法第６６条の８の３（安衛則第５２条の７の３）により、タイムカードによる記録、パーソナルコンピュータ等
の使用時間の記録等、客観的な方法で労働時間の状況を把握しなければいけません。

・「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」にもご留意ください。

監督事例

７就業規則の周知について
事例 現行の就業規則の周知が行われていなかった。

監督署の対応
是正勧告書の交付による指導（違反条文：労基法第１０６条）。
ポイント
・就業規則は掲示、備付け、書面の交付などの方法で、労働者に周知しなければなりません。この他にも、労基法の要旨、各種
労使協定（労基法第３６条に基づく時間外・休日労働に関する協定など）も同様です。
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９年次有給休暇の管理について
事例 年休管理簿に記載不備があった。

監督署の対応
是正勧告書の交付による指導（違反条文：労基則第２４条の７）。
ポイント
・労働者ごとに年休管理簿を作成し、与えた時季、日数、基準日を記載し、３年間保存しなければなりません。なお、労働者名
簿や賃金台帳とあわせて作成することも可能です。

10 年次有給休暇の付与について
事例 基準日（年次有給休暇発生日）から半年が経過したものの、事業場全体として全く付与

されていない。
監督署の対応
指導票（時季指定等による取得促進に向けた対応について）。
ポイント
・付与日数が１０日以上の労働者には、基準日から１年以内に５日を必ず取得させなければなりません。

監督事例

11 健康診断の結果について
事例 年に１回の定期健診は実施されていたが、医師等からの意見聴取が行われていなかった。

監督署の対応
是正勧告書の交付による指導（違反条文：安衛法第６６条の４（安衛則第５１条の２））。
ポイント
・健康診断の結果、異常の所見があると診断された労働者について、医師等から意見聴取をし、それを十分勘案して必要な措置
（就業場所の変更、労働時間の短縮など）を講じる必要があります。

・労働基準監督署による監督指導で、是正勧告書の交付による指導が行われることが多い項目です。
・産業医の選任義務のない規模５０人未満の事業場では、各地域産業保健センター（上記３のポイント参照）を活用する方法も
あります。
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鹿児島労働局発表  
令和４年９月３０日  

 
 
 
 
 

鹿児島労働局労働災害防止対策 

【労働災害ピークアウト運動】について 

 
 
 鹿児島県での労働災害による休業４日以上の死傷者数は、平成 31（令和元）年以

降増加傾向が続いており、特に令和３年は 2,256 人と大幅に増加し、直ちに対策を

講じなければならない危機的な状況となっています。また、労働災害による死亡者

数は近年 15 人前後で増減を繰り返していましたが、令和３年は 22 人もの尊い命が

失われました。 

 令和４年になっても増加傾向に歯止めがかからず、死傷者数の８月末速報値では

前年同期比 880 人（70.9％）増の 2,121 人（うち新型コロナウイルス感染症 918 人）、

死亡者数が７人と厳しい状況が続いています。 

 令和３年の事故の型別労働災害発生状況をみると、「転倒」災害が最も多くなっ

ています。また、「動作の反動・無理な動作」による腰痛等の災害も増加傾向にあ

ります。 

 年齢別発生状況をみると、60 歳以上の割合が 31.1％と最も多く、50 歳以上では

53.4％と全体の半数以上を占めています。また、年齢が高くなるにつれ、被災率が

高くなっています。 

 このように労働災害発生が急増している状況を踏まえ、労働災害の発生に歯止め

をかけ、減少に転じさせること（ピークアウト）を目的とし、鹿児島労働局の労働

災害防止対策として、各事業場において無災害を目指すための「労働災害ピークア

ウト運動」を展開し、県下の各事業場並びに関係団体等と連携し、労働災害防止対

策への重点的な取組の促進を図ることとしました。 

 労働災害防止団体を始めとした業界団体、建設工事発注者に対して、要請文及び

添付資料のチラシを送付しました。 

県内の労働基準監督署では、管内事業場に対する「労働災害ピークアウト運動」

の周知と災害防止のための指導を行います。 

担  
 
当  

鹿児島労働局労働基準部健康安全課  
  課  長 西野  健二  
  課長補佐 壷屋  明  
（直通電話）０９９-２２３-８２７９  

高年齢労働者対策、転倒災害防止対策、腰痛予防対策を最重点と

して、急増している労働災害の発生に歯止めをかけ、減少に転じさ

せること（ピークアウト）を目的として、「労働災害ピークアウト

運動」を展開  

Press Release 
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【添付資料】  

資料１ 【労働災害ピークアウト運動】（チラシ）    

資料２ 緊急要請文（ＨＰ掲載版）  

資料３ 令和４年８月末（速報）業種別死傷災害発生状況 
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鹿児島労働局労働災害防止対策 

【労働災害ピークアウト運動】 

～労働災害を減少に転じさせるために～ 
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【資料１】
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① 経営トップによる安全衛生への所信表明を通じた関係者の意思の統一 

及び安全意識の高揚 

② 安全パトロールによる職場の総点検の実施 

③ 安全衛生委員会の設置及び労働者の参画を通じた活動の活性化 

④ 職場巡視、4S 活動、ヒヤリ・ハット等の日常的な安全衛生活動の促進 

⑤ リスクアセスメントによる機械設備等の安全化、作業方法の改善 

⑥ 災害事例、安全作業マニュアルを活用した教育内容の充実 

 
① 「高年齢労働者の安全と健康確

保のためのガイドライン」（エイジフ

レンドリーガイドライン）に基づく措

置の実施 

 
① 重量物取扱い作業等の腰部に

著しく負担のかかる作業の全部

又は一部の自動化、省力化 

② 作業動作、作業姿勢、作業手

順、作業時間等にかかる作業標

準の策定 

③ 作業の実施体制の配慮、腰痛

健康診断の受診 

～安全衛生活動の推進～ 

【第三次産業】 

【陸上貨物運送事業】 

【林業】 

【建設業】 

【製造業】 

【高年齢労働者対策】 

【腰痛予防対策】 

 
① 作業通路における段差や凹凸、

突起物、継ぎ目等の解消 

② 照度の確保、手すりや滑り止め

の設置 

③ 危険箇所の表示等の危険の

「見える化」 

【転倒災害防止対策】 

労働災害ピークアウト運動 

～重点的取組内容～ 

 
① チェーンソーを用いた伐木 

及び造材作業における保護具、保

護衣等の着用並びに適切な作業

方法の実施 

② 木材伐出機械等を使用する 

作業における安全の確保  

等 

 
① 機械の危険部分への覆い 

の設置等によるはさまれ・巻き

込まれ等防止対策の徹底 

② 機能安全を活用した機械設備

安全対策の推進 

③ 作業停止権限等の十分な権

限を安全担当者に付与する等

の安全管理の実施 

④ 高経年施設・設備の計画的な

更新、優先順位を付けた点検・

補修等の実施 

⑤ 非定常作業時等における 

機械運転停止の徹底  

等 

 
① 足場等からの墜落・転落防止対

策の実施、手すり先行工法の積極

的な採用、改正された法令に基づく

フルハーネス型墜落制止用器具の

積極的な導入と適切な使用 

② 職長、安全衛生責任者等に対す

る安全衛生教育の実施 

③ 元方事業者による統括安全衛生

管理、関係請負人に対する指導の

徹底 

④ 建設工事の請負契約における 

適切な安全経費の確保  

等 

 
① 荷台等からの墜落・転落防止 

対策、保護帽の着用の実施 

② 積み下ろしに配慮した積み付け等

による荷崩れ防止対策の実施 

③ 歩行者立入禁止エリアの設定等に

よるフォークリフト使用時の労働災害

防止対策の実施 

④ トラックの逸走防止措置の実施 

          等 

最重点取組事項 

 
① 全社的な労働災害の発生 

状況の把握、分析 

② 職場点検、4S活動、KY活動、危

険の「見える化」、ヒヤリ・ハット活動

等の安全活動の活性化 

③ 安全衛生担当者の配置、安全衛

生教育の実施、安全意識の啓発 

          等 
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59 177
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329

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

死傷災害
新型コロナ感染による

県内における令和4年死傷災害発生件数（月別） 



 
 
 
 

労働災害「ピークアウト」に向けた緊急要請 
 
 鹿児島県での労働災害による休業４日以上の死傷者数は、平成
31（令和元）年以降増加傾向が続いており、特に令和３年は 2,256
人と大幅に増加し、直ちに対策を講じなければならない危機的な
状況となっています。また、労働災害による死亡者数は近年 15人
前後で増減を繰り返していましたが、令和３年は 22人もの尊い命
が失われました。 
令和４年になっても増加傾向に歯止めがかからず、死傷者数の

８月末速報値では前年同期比 880 人（70.9%）増の 2,121 人（う
ち新型コロナウイルス感染症 918 人）、死亡者数が７人と厳しい状
況が続いています。 
 令和３年の事故の型別労働災害発生状況をみると、「転倒」災害
が最も多くなっています。また、「動作の反動・無理な動作」によ
る腰痛等の災害も増加傾向にあります。 
 年齢別発生状況をみると、60 歳以上の割合が 31.1％と最も多
く、50歳以上では 53.4％と全体の半数以上を占めています。また、
年齢が高くなるにつれ、被災率が高くなっています。 
このように労働災害発生が急増している状況を踏まえ、労働災

害の発生に歯止めをかけ、減少に転じさせること（ピークアウト）
を目的とし、鹿児島労働局の労働災害防止対策として、各事業場
において無災害を目指すための「労働災害ピークアウト運動」を
展開し、県下の各事業場並びに関係団体等と連携し、労働災害防
止対策への重点的な取組の促進を図ることとしました。 
つきましては、各事業場におかれまして、労働災害の防止に向

けて基本的な安全衛生管理活動を推進いただくとともに、高年齢
労働者対策、転倒災害防止対策、腰痛予防対策等の業種横断的な
労働災害防止対策を始め、業種の特性に応じた労働災害防止対策
により一層取り組んでいただきますようお願いします。 

令和４年９月 28 日 

鹿児島労働局長 中所 照仁 

nishinok
フリーテキスト
【資料２】



2,121 7 1,241 15 880 -8 54.2% -71.4% 918 1,203 26 1,215 -12 -1.0%

236 0 223 0 13 0 8.9% 15 221 2 221 0.0%
127 122 5 3.8% 127 122 5 4.1%
18 17 1 0.0% 18 17 1 5.9%
13 14 -1 -7.7% 1 12 14 -2 -14.3%
15 11 4 75.0% 15 11 4 36.4%
20 21 -1 0.0% 1 19 21 -2 -9.5%
43 38 5 25.0% 13 30 2 36 -6 -16.7%
3 0 2 1 1 -1 -50.0% -100.0% 3 2 1 50.0%

186 3 171 3 15 0 4.0% -66.7% 18 168 171 -3 -1.8%
82 1 61 3 21 -2 40.4% -100.0% 9 73 61 12 19.7%
86 1 81 5 1 -1.4% 8 78 81 -3 -3.7%
18 1 29 -11 1 -50.0% 1 17 29 -12 -41.4%
125 1 134 2 -9 -1 -8.6% -100.0% 125 2 132 -7 -5.3%
2 7 -5 -83.3% 2 7 -5 -71.4%
4 9 -5 -55.6% 4 2 7 -3 -42.9%

118 1 116 2 2 -1 2.0% -100.0% 118 116 2 1.7%
1 2 -1 -66.7% 1 2 -1 -50.0%
19 0 11 0 8 0 70.0% 19 11 8 72.7%
5 4 1 25.0% 5 4 1 25.0%
14 7 7 100.0% 14 7 7 100.0%
65 2 62 3 3 -1 1.8% -33.3% 65 62 3 4.8%
32 31 1 1 -1 0.0% -100.0% 32 31 1 3.2%
33 2 31 2 2 4.0% 0.0% 33 31 2 6.5%
77 0 58 1 19 -1 29.6% -100.0% 77 58 19 32.8%
183 1 153 2 30 -1 22.2% -50.0% 18 165 1 152 13 8.6%
24 1 17 1 7 13.3% -100.0% 24 17 7 41.2%
139 124 1 15 -1 19.6% -100.0% 14 125 1 123 2 1.6%
2 4 -2 -50.0% 2 4 -2 -50.0%
18 8 10 100.0% 4 14 8 6 75.0%
8 0 14 0 -6 0 -45.5% 8 14 -6 -42.9%
22 0 13 0 9 0 45.5% 5 17 13 4 30.8%
20 0 15 0 5 0 36.4% 3 17 2 13 4 30.8%

1032 0 232 0 800 0 292.5% 847 185 27 205 -20 -9.8%
584 95 489 448.6% 505 79 15 80 -1 -1.3%
445 131 314 192.6% 342 103 12 119 -16 -13.4%
3 6 -3 -66.7% 3 6 -3 -50.0%
58 0 67 1 -9 -1 -5.5% 2 56 67 -11 -16.4%
14 10 4 33.3% 1 13 10 3 30.0%
30 35 1 -5 -1 0.0% 1 29 35 -6 -17.1%
14 22 -8 -31.6% 14 22 -8 -36.4%
87 0 86 2 1 -2 -13.7% -100.0% 10 77 3 83 -6 -7.2%
0 0
41 50 2 -9 -2 -22.5% -100.0% 1 40 1 49 -9 -18.4%
3 3 3 3
43 36 7 -6.1% 9 34 2 34 0.0%
123 1 120 2 3 -1 2.9% -100.0% 0 123 0 120 3 2.5%
1,410 1 580 5 830 -4 114.5% -75.0% 885 525 33 547 -22 -4.0%

令和４年
（8月末）

令和３年
（同月末）

対前年
増減数  対前年増減率

１　食料品製造業
４　木材・木製品製造業
９　窯業土石製品製造業
11～12　金属製品製造業
13～15　機械機具製造業
上記以外の製造業

２　鉱業

業種別死傷災害発生状況（除くコロナウイルス）

死亡
者数 死傷者数 死亡

者数
死亡
者数

死傷者数

    全産業

死傷者数

１　製造業

令和４年
（8月末）

対前年増
減率

４　その他の運輸交通業
５　貨物取扱業
１　陸上貨物取扱業
２　港湾運送業

６　農林業
１　農業
２　林業

７　畜産・水産業
８　商業

３　建設業
１　土木工事業
２　建築工事業
３　その他の建設業

４　運輸交通業
１　鉄道・航空機業
２　道路旅客運送業
３　道路貨物運送業

16　官公署

１　卸売業
２　小売業

15　清掃・と畜業

11　通信業
12　教育・研究業
13　保健衛生業
１　医療保健業
２　社会福祉施設
３　その他の保健衛生業

３　理美容業
４　その他の商業

９　金融・広告業

　令和４年8月末（速報）
業種別死傷災害発生状況

③ コロナ
罹患者

令和３年
（同月末）

対前年
増減数

鹿児島労働局

①　死傷者数は、当月末までに発生した労働災害の被災者を翌月8日締めで集計したもの。
②　死傷者数は、労働者死傷病報告のうち休業見込み日数が４日以上の災害によるもので、死亡者を含みます。
③　死亡者数は、各労働基準監督署の調査等により把握したもので、労働者死傷病報告が未提出の場合もあります。
④　下段の陸上貨物運送事業（４－３・５－１）及び第三次産業（８～17）は、別計。
⑤　13次防目標値については1未満の端数値を四捨五入処理しているため、業種合計値ないし全産業合計値が一致しない場合があります。

② ①を除く
死傷者数

①コロナ
罹患者

④ ③を除く
死傷者数 ⑤ ②-④

　業種　　　         　　　　年

業種別 死傷災害発生状況

死傷者数 死亡
者数

陸上貨物運送事業（４－３・５－１）

第三次産業（８～17）

14　接客娯楽業
１　旅館業
２　飲食店
３　その他の接客娯楽業

上記以外の事業 
10　映画・演劇業

17　その他の事業

nishinok
フリーテキスト
【資料３】


